










トなどに対する大量破壊兵器 (Weaponsof Mass Destruction : WMD)の拡散防
止であり，そのための措置として「拡散に対する安全保障構想J(Prolifera-











































































































































































































































































































































































































-嫌疑船舶の国籍確認 -自らの乗船・捜査の 国籍確認の要諮後2時 国籍確認の要誌から 2
-乗船や積荷・人の捜 決定 間以内に，国籍確認が 時間以内に対応のない
主主の授権要請 -要請国への乗船・授 できない場合 ぜhグJいE全3h 
-拡散の証拠発見の場 査の授権 -要請固による乗船・ 要話国による嫌疑船舶
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